
共済事業の現状   



●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●  

●  

●●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

○  
●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●●  

●●   

●   

●   

●   

●   

●   

●   

●   

●   

●   

●   

●   

●   

●   

●   

●   

●   

●   

●   

●   

●   

●   

●   

●   

●   

●   

●   

●   

●   

●   

●   

●   

●   

●   

●   

●   

●   

●   

●   

●   

●   

●   

●   

●   

●   

●   

●   

●   

●   

■   
●   

●   

●   

●   

●   

●   

●   

●   

●   

●   

●   

●   

●   

●   

●   

●   

●   

●   

●   

●   

●   

●  

●●   

1．制度共済等の位置づけ ＝…………t・・‥■‥‥‥‥…・・‥‥・・■・‥＝＝＝＝…・＝・＝・・ 1  

2．各指標ごとの生協共済のシェア  

3．元受共済を行う連合会（10組合）の特徴  

4．元受共済を行う139生協の分析  

5．共済金額100万円以下の元受共済のみを行う生協の共済金額規模別組合数分布 ＝＝＝＝・・  6  

6．元受共済生協の総資産額規模別組合数分布  
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（参考）共済事業の概要  



0共済、保険には、  

チノ 消費生活協同組合法、農業協同組合法等の各法律に特別の規定のある共済  
②法律に根拠のない企業内共済や労働組合等の共済  
③保険業法に基づく保険業（保険金扱が少額で保険期間が短期の保険である少額短期保険業を含む）  
がある。（④ノ、②は保険業法の適用が除外される）  

○ 元受共済事業を実施している生協は139組合となっている（連合会を含む）。  

根拠法   実施組合（会社）数 ※   

監制度共済3  消費生活協同組合法、  消費生活協同組合139組合  

消費生活協同組合、  

農業協同組合等  
農業協同組合法等  農業協同組合  919組合   

二∵や秘法労疑い共済】  

なし  企業内共済、  

労働組合等の共済、  

小規模な共済等  

監保険ヨ  生命保険会社  39社  

保険会社  
損害保険会社  27社  

保険業法  
■－■－■－■■－■－－－－－－－－－＝－－－＝－一一－■－－－－－－－－－－一－－－－－－■■－■■■■■い■－－－－－一一－－■】■一－●■■■■●■t   

凹 室 凹  
凹 円   

（ 
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柑 例 印   少鑓短期保険業者  
）   

ー≦  

ん生命   
※  



○共済、保険における生協共済の占めるシェアは、総資産が2．5％、契約件数が11．7％、受入共済掛金額が3．1％、支払共済金額が   
2．1％となっている。  

単位   生協共済   JA共済   その他共済（注）   国内保険会社   外資保険会社   合計   
総資産   億円   67，881   427，048   8，983   2，138．578   88，967   2，729，457   

契約件数（契約者数）   万件   10，063   5，872   1，209   66，030   2，771   85，945   

受入共済掛金額（保険料収入）   億円   13，053   55，594   2，509   326，263   27，520   424．939   

支払共済金板（支払保険金額）   億円   6，513   36，517   1，826   250，634   8，420   303，910   
資料：生協共済は厚生労働省「平成17年度消費生活   協同組合（連合会）実態調査結果表」、JA共済・その他共済は日本共済協会「共済年軌、保険会社は「インシュアランス一生命・損害保険統計号」   

※1外資保険会社とは、海外に本社があり、日本支社が認可を取っている会社。アリコ・アフラツク・チューノツヒ・カーディフの4杜。  
※2匡l内保険会社の生保の契約者数は、個人保険契約者数と団体保険被保険者数の合計。  
※3国内保険会社の損保の契約者数・保険料収入・支払保険金額は、国内元受分のみ。  

【注】その他共済  
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「  
契約件数（契約者数）  

3．2％   11．7％  

共済年鑑」の集計データ協力共済組合のう  
生協・JAを除く以下の共済組合をいう。   

○全国共済水産業協同組合連合会  
○全日本火災共済協同組合連合会  
… ○全国中小企業共済協同組合連合会  
○全国自動車共済協同組合連合会  
○全国トラック交通共済協同組合連合会  
○全国米穀販売事業協同組合  
○日本食品衛生協同組合  
○全国森林組合連合会  
○全国農業共済協会  
○（財）都道府県会館  

○（社）全国市有物件災害共済会  

○（財）全国自治協会  

○（社）全国公営住宅火災共済機構  

○（財）特別区協議会  

∬‾ 】‾ ‾  ‾¶’▲ ‾▼ ¶▲ ＋ 」’■‾ 
】  

受入共済掛金額（保険料収入）  支払共済金岳（支払保険金）  

日生協共済  

■JA共済  

ロその他共済（注）  

□国内保険会社  

■外資保険会社  

2   ＿ ＿ 」  



平成18年7月末現在  
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平成18年7月末現在  

頂E会員】購買事業を行う地域生協が会員。   
E 特徴】短期共済事業のみ実施し、日本生活協同組合連合会と共同で行う元受共済事業を行っている。  

＝共済種別】生命共済  

tイ†   



l  

L．1  

－ い○元受共済事業を行っている生協（139組合）のうち、共演期間が1年を超える長期共済を行っている生協はヲ組合と、全体の5％、契約者  

・ 
り 

を超える共済事業を行。ている生協は46組合と、全体の約1／3、兼業を  

行っている生協は66組合と、全体の約5割弱となっている。  

（単位：組合）   

長期共済   契約者割戻し  共済金額  兼業   

実施   未実施   100万円以上   100万円以下   実施   未実施  

実施 未実施 7 132  q  134   46   93   66   73   

長期共済  

未実施  

95．0サム  
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未実施  

52．5％   

沓勲」厚年号摘舶射一平成γ7軽度消電生活協同組合（連合会）実態調査結果表」  
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○ 共済金額100万円以下の共済事業（最高限度額の許可が不要）を行っている元受共済生協（93組合）の最高限度額の分布をみると、  

100万円丁度を共済金額の最高限度としている生協が86組合と、全体の約9割を占めている。  

共済金額100万円以下の元受共済のみを行う生協の共済金額規模別組合数分布  

【平成16年度】  
（組合）  

旨   30万円未満   30万円以上   60万円以上   100万円   

組合数   5   86   

L遷襲撃 反〃鬼 尻朗   ′飢   7α7α旨   

※ 厚生労働省社会一援護局地域福祉課調べ   




